
経
済
危
機
後
の
韓
国
経
済
が
短
期
間
に
目
覚
し

い
回
復
を
遂
げ
た
こ
と
は
今
や
よ
く
知
ら
れ
て
い

る
。
し
か
し
、
こ
う
し
た
回
復
は
主
と
し
て
マ
ク

ロ
経
済
の
側
面
か
ら
の
見
方
で
あ
っ
て
、
一
方
で

は
二
極
化
現
象
が
着
実
に
進
行
し
て
い
た
。
本
稿

で
は
労
働
分
配
、
家
計
間
の
収
入
二
極
化
、
学
歴

に
よ
る
収
入
二
極
化
、
年
齢
別
失
業
率
な
ど
に
焦

点
を
当
て
て
そ
の
現
状
を
見
る
と
と
も
に
、
二
極

化
が
今
後
の
韓
国
に
及
ぼ
す
影
響
や
危
機
後
韓
国

経
済
の
成
長
構
造
な
ど
へ
の
考
察
も
行
う
。

●
危
機
後
の
目
覚
し
い
回
復
と
近
年
の

成
長
鈍
化

図
１
は
韓
国
の
経
済
危
機
前
後
に
お
け
る
経
済

成
長
の
歩
み
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
①
が
危
機

潜
行
期
、
②
が
危
機
急
性
期
、
③
が
Ｖ
字
回
復
期
、

④
が
危
機
後
の
「
巡
航
速
度
」
模
索
期
、
⑤
が
現

下
の
景
気
下
降
期
と
な
る
。
世
界
的
に
有
名
な
経

済
危
機
後
の
急
回
復
過
程
は
③
に
当
た
る
。
国
際

収
支
の
急
速
な
好
転
が
国
内
投
資
と
消
費
の
好
調

に
波
及
す
る
好
循
環
が
現
出
し
、
経
済
成
長
の
急

回
復
が
一
九
九
九
年
か
ら
二
○
○
○
年
に
か
け
て

の
短
期
間
に
達
成
さ
れ
た
。
こ
の
時
期
韓
国
は
Ｉ

Ｍ
Ｆ
か
ら
の
緊
急
融
資
を
相
次
い
で
繰
上
償
還
し
、

経
済
危
機
の
際
に
失
っ
た
対
外
的
信
用
を
取
り
戻

し
た
。
ま
た
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
と
の
合
意
事
項
で
あ
っ
た

構
造
改
革
に
も
金
融
部
門
を
中
心
に
一
定
の
成
功

を
収
め
た
。
そ
の
後
も
サ
ム
ス
ン
電
子
、
Ｌ
Ｇ
電

子
、
現
代
自
動
車
な
ど
国
際
的
名
声
を
上
げ
る
に

至
っ
た
有
名
企
業
の
活
躍
や
株
式
市
場
の
活
況
な

ど
の
華
々
し
い
報
道
が
相
次
い
だ
。

し
か
し
、
実
際
に
韓
国
を
訪
れ
て
み
る
と
近
年

の
韓
国
経
済
に
は
Ｖ
字
回
復
の
時
ほ
ど
の
輝
き
が

見
ら
れ
な
い
。
経
済
成
長
率
自
体
は
現
在
で
も
四

〜
五
％
程
度
を
記
録
し
て
お
り
、
日
本
に
比
べ
る

と
か
な
り
の
高
成
長
を
維
持
し
て
い
る
。
し
か
し
、

Ｖ
字
回
復
の
当
時
と
比
べ
る
と
成
長
率
は
下
降
趨

勢
を
次
第
に
鮮
明
に
し
つ
つ
あ
る
。
図
１
の
④
の

部
分
に
示
さ
れ
る
よ
う
に
、
現
在
韓
国
経
済
は
成

熟
化
し
た
経
済
に
お
け
る
巡
航
速
度
を
探
る
経
済

成
長
率
鈍
化
の
過
程
に
あ
る
。

●
内
需
低
迷
と
外
需
頼
み
の
傾
向

近
年
に
お
け
る
成
長
率
の
鈍
化
は
、
企
業
や
家

計
の
先
行
き
不
安
に
起
因
す
る
国
内
需
要
低
迷
に

主
導
さ
れ
て
い
る
。
国
内
需
要
の
う
ち
最
大
の
シ

ェ
ア
を
占
め
る
民
間
消
費
は
二
○
○
三
年
か
ら
○

四
年
に
か
け
て
顕
著
に
冷
え
込
み
、
現
在
で
も
回

復
の
足
取
り
は
重
い
。
二
○
○
六
年
第
３
四
半
期

の
民
間
消
費
増
加
率
は
前
年
同
期
比
三
・
九
％
で
、

Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
（
四
・
六
％
）
を
依
然
下
回
っ
て

い
る
。
最
近
の
民
間
消
費
沈
滞
の
き
っ
か
け
は
ク

レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
な
ど
の
個
人
負
債
過
多
に
よ
る

消
費
抑
制
で
あ
っ
た
。
個
人
負
債
増
加
は
四
○
○

万
人
に
の
ぼ
る
信
用
不
良
者
を
生
み
出
し
、
社
会

問
題
化
し
た
こ
と
は
記
憶
に
新
し
い
。
し
か
し
、

個
人
負
債
問
題
が
鎮
静
化
に
向
か
う
な
か
で
も
消

費
の
回
復
が
遅
れ
て
い
る
の
は
、
雇
用
不
安
が
継

続
し
て
い
る
他
に
、
賃
金
が
伸
び
悩
ん
で
い
る
か

ら
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
最
近
の
二
極
化
現
象
と

の
関
係
が
深
く
、
後
に
ま
た
触
れ
る
。

国
内
需
要
の
も
う
一
つ
の
主
要
項
目
で
あ
る
投

資
も
、
二
○
○
三
年
以
降
概
し
て
低
調
で
あ
っ
た
。

設
備
投
資
に
は
復
調
の
動
き
が
見
ら
れ
、
二
○
○

六
年
第
３
四
半
期
に
前
年
同
期
比
九
・
六
％
増
と

好
調
を
見
せ
た
。
し
か
し
、
産
業
別
の
投
資
動
向

を
見
る
と
、
こ
の
伸
び
を
主
導
し
た
の
は
半
導
体
、

携
帯
電
話
、
テ
レ
ビ
、
造
船
な
ど
輸
出
と
の
関
連

が
強
い
一
部
の
産
業
で
あ
り
、
自
動
車
お
よ
び
軽

工
業
で
は
動
き
が
鈍
か
っ
た
。
ま
た
、
雇
用
効
果

の
大
き
い
建
設
投
資
の
伸
び
は
二
○
○
五
年
八
月

の
不
動
産
対
策
な
ど
政
府
の
相
次
ぐ
不
動
産
価
格

1995 
　1Q

（出所）韓国銀行経済統計システム（http://ecos.bok.or.kr/）。 
（注）2007 年展望値はサムスン経済研究所による。 
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図１　経済危機前後の経済成長の足取り（韓国） 
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鎮
静
策
な
ど
も
あ
っ
て
低
調
に
推
移
し
て
い
る
。

投
資
が
低
調
な
の
は
、
景
気
の
先
行
き
が
不
透
明

な
た
め
、
企
業
と
し
て
は
収
益
が
好
調
で
あ
る
に

も
か
か
わ
ら
ず
投
資
に
慎
重
に
な
っ
て
い
る
こ
と

の
ほ
か
、
現
政
権
の
も
と
で
強
ま
っ
て
い
る
反
企

業
感
情
や
労
賃
が
割
安
な
ア
ジ
ア
周
辺
国
へ
の
海

外
投
資
へ
の
選
好
な
ど
も
絡
ん
で
い
る
。

国
内
需
要
に
代
わ
っ
て
経
済
を
支
え
て
い
る
の

が
中
国
、
Ｅ
Ｕ
、
東
南
ア
ジ
ア
、
米
国
と
の
貿
易

で
稼
ぐ
黒
字
で
あ
る
。
二
○
○
五
年
の
商
品
貿
易

収
支
（
国
際
収
支
基
準
）
は
三
二
七
億
ド
ル
で
、

Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
四
・
二
％
、
同
年
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
増
分
に
ほ

ぼ
匹
敵
す
る
。
こ
う
し
た
外
需
頼
み
の
成
長
構
造

は
内
需
低
迷
が
顕
著
と
な
っ
た
二
○
○
三
年
以
降

今
に
至
る
ま
で
続
い
て
い
る
。

●
経
済
減
速
の
中
で
の
二
極
化
現
象

韓
国
で
は
二
極
化
の
深
ま
り
が
指
摘
さ
れ
て
か

ら
久
し
い
。「
二
極
化
」（
韓
国
語
で
両
極
化
）
と

は
、
分
か
り
や
す
く
言
え
ば
「
勝
ち
組
」
と
「
負

け
組
」
が
は
っ
き
り
し
て
し
ま
う
こ
と
で
あ
り
、

し
ば
し
ば
そ
れ
に
伴
う
所
得
分
配
な
ど
の
格
差
拡

大
と
と
も
に
語
ら
れ
る
。
か
つ
て
の
低
開
発
時
代

に
存
在
し
た
都
市
・
農
村
間
の
所
得
格
差
や
学
歴

別
賃
金
の
格
差
な
ど
が
そ
の
代
表
的
な
例
で
あ
る
。

最
近
で
は
企
業
が
利
潤
を
貯
め
こ
み
勤
労
者
へ
の

配
分
を
増
や
さ
な
い
こ
と
が
消
費
の
回
復
を
遅
ら

せ
て
い
る
こ
と
に
言
及
し
た
が
、
こ
れ
も
利
潤
の

配
分
に
与
る
者
と
与
れ
な
い
者
と
の
間
の
二
極
化

と
い
え
る
。
経
済
危
機
後
の
Ｖ
字
回
復
以
降
の
経

済
減
速
の
状
況
下
で
、
勤
労
者
に
か
か
わ
る
二
極

化
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
だ
し
て
い
る
。

①
労
働
分
配
の
相
対
的
減
少

表
１
は
経
済
危
機
前
後
の
労
働
分
配
率
の
推
移

を
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
。
経
済
危
機
後
に
お
け

る
労
働
分
配
の
抑
制
傾
向
を
如
実
に
表
す
の
が
労

働
分
配
率
の
動
き
で
あ
る
。
韓
国
で
は
軍
事
政
権

終
焉
の
契
機
と
な
っ
た
一
九
八
七
年
の
大
規
模
な

労
使
紛
争
を
境
に
労
働
分
配
率
が
徐
々
に
高
ま
り
、

一
九
九
五
年
に
は
六
割
を
突
破
し
、
ピ
ー
ク
と
な

っ
た
一
九
九
六
年
に
は
六
三
・
四
％
に
達
し
た
。

し
か
し
、
経
済
危
機
の
荒
波
を
乗
り
越
え
る
た
め

に
韓
国
企
業
は
人
件
費
に
も
大
鉈
を
振
る
わ
ざ
る

を
得
な
く
な
っ
た
。
人
件
費
削
減
は
一
九
九
八
年

に
お
け
る
大
規
模
な
整
理
解
雇
の
ほ
か
、
そ
の
後

の
補
充
に
非
正
規
職
を
充
て
る
こ
と
に
よ
っ
て
も

行
わ
れ
た
。
非
正
規
職
採
用
の
人
件
費
削
減
効
果

は
か
な
り
大
き
い
と
い
う
。
二
○
○
○
年
八
月
の

韓
国
統
計
庁
の
「
経
済
活
動
人
口
調
査
付
加
調

査
」
に
よ
れ
ば
、
非
正
規
職
の
時
間
当
た
り
賃
金

は
正
規
職
の
五
二
・
七
％
に
過
ぎ
な
い
。
企
業
の

収
益
が
回
復
し
た
二
○
○
二
年
以
降
も
正
規
職
採

用
は
思
っ
た
ほ
ど
増
え
ず
、
非
正
規
職
の
待
遇
も

大
き
く
改
善
さ
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
こ
の
た

め
、
二
○
○
○
年
の
労
働
分
配
率
は
五
八
・
八
％
、

ピ
ー
ク
時
の
一
九
九
六
年
に
比
べ
て
約
五
ポ
イ
ン

ト
下
が
っ
た
。
そ
れ
以
降
、
労
働
分
配
率
は
六
割

を
下
回
る
状
態
が
続
き
、「
六
割
」
回
復
は
経
済

危
機
後
八
年
を
経
過
し
た
二
○
○
五
年
に
な
っ
て

か
ら
で
あ
っ
た
。

経
済
危
機
後
、
企
業
が
労
働
へ
の
分
配
を
抑
制

し
て
い
る
こ
と
は
労
働
生
産
性
と
実
質
賃
金
の
動

き
か
ら
も
窺
え
る
。
図
２
は
経
済
危
機
以
後
の
労

働
生
産
性
と
実
質
賃
金
の
伸
び
率
を
表
し
て
い
る
。

こ
れ
に
よ
る
と
、
二
○
○
二
年
以
降
実
質
賃
金
の

伸
び
率
が
労
働
生
産
性
の
伸
び
率
を
下
回
る
傾
向

が
続
き
、
両
者
の
間
の
差
は
時
間
の
経
過
と
と
も

に
徐
々
に
開
い
て
い
く
傾
向
に
あ
る
。
そ
れ
だ
け

労
働
生
産
性
向
上
の
成
果
が
勤
労
者
に
還
元
さ
れ

る
度
合
い
が
低
く
な
っ
て
い
る
。

②
家
計
間
の
所
得
二
極
化

家
計
の
間
で
も
富
裕
な
者
と
そ
う
で
な
い
者
の

格
差
が
明
確
に
な
っ
て
い
る
。
表
２
は
韓
国
統
計

庁
の
四
半
期
別
家
計
調
査
の
結
果
を
ま
と
め
た
も

の
で
あ
る
。
都
市
勤
労
者
世
帯
の
第
１
五
分
位

（
最
下
位
層
）
と
第
５
五
分
位
（
最
上
位
層
）
の

所
得
格
差
は
一
九
九
六
年
に
は
四
・
六
倍
で
あ
っ

た
が
、
企
業
の
リ
ス
ト
ラ
が
大
々
的
に
行
わ
れ
た

一
九
九
八
年
に
は
五
・
四
倍
に
拡
大
し
た
。
経
済

危
機
直
後
に
は
六
％
を
超
え
た
失
業
率
は
三
・
一

％
（
二
○
○
六
年
一
○
月
）
ま
で
下
が
っ
た
が
、

新
規
雇
用
に
非
正
規
職
が
多
い
現
状
か
ら
所
得
最

上
位
層
と
最
下
位
層
の
差
は
縮
小
し
て
い
な
い
。

家
計
所
得
を
子
細
に
見
る
と
、
最
下
位
層
で
は
経

常
所
得
の
中
で
の
「
移
転
収
入
」
の
シ
ェ
ア
が
危

機
後
一
貫
し
て
増
え
て
い
る
の
が
注
目
さ
れ
る
。

二
○
○
六
年
第
３
四
半
期
の
最
下
位
層
第
１
五
分

位
の
移
転
収
入
が
経
常
所
得
に
占
め
る
割
合
は
九

・
三
％
で
、
勤
労
所
得
に
次
ぐ
主
要
項
目
に
浮
上

し
て
い
る
。
移
転
収
入
は
主
に
親
類
や
公
的
機
関

か
ら
の
援
助
で
あ
る
。
移
転
収
入
の
増
加
は
最
上

位
層
で
は
顕
著
で
な
く
、
家
計
間
の
貧
富
差
は
む

し
ろ
危
機
後
に
広
が
っ
て
い
る
と
推
測
さ
れ
る
。

実質賃金 
労働生産性 

12

（出所）韓国統計庁統計検索サイト（http://kosis.nso.go.kr）。 
（注）実質賃金は全産業名目賃金÷消費者物価上昇率。 

図２　労働生産性と実質賃金 
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8
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4

2

0

年 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 1Q 2006 2Q
-2

伸
び
率
（
%
）
 

年 第 1 五分位 第 5五分位 倍率

1996 880,984 4,080,459 4.6

1998 784,086 4,243,950 5.4

2000 899,183 4,786,279 5.3

2002 1,068,849 5,537,261 5.2

2004 1,118,059 6,054,038 5.4

2005 1,164,922 6,330,102 5.4

2006 1-3Q 1,212,331 6,593,039 5.4

（ウォン、倍）

表２　都市勤労者世帯の月平均所得

（出所）韓国銀行経済統計システム（http://ecos.bok.or.kr/）。

1996 1998 2000 2002 2004 2005

63.4 61.9 58.8 58.2 59.1 60.4

（％）

表１　労働所得分配率の推移

（出所）韓国銀行経済統計システム（http://ecos.bok.or.kr/）。
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③
学
歴
に
よ
る
所
得
二
極
化

韓
国
は
し
ば
し
ば
学
歴
社
会
と
い
わ
れ
る
が
、

経
済
危
機
ま
で
は
学
歴
に
よ
る
所
得
差
は
縮
小
し

て
い
た
。
し
か
し
、
経
済
危
機
後
は
大
卒
以
上
の

高
学
歴
者
の
所
得
が
着
実
に
増
え
る
反
面
、
高
卒

以
下
の
勤
労
者
の
所
得
が
伸
び
悩
ん
で
い
る
。
Ｉ

Ｔ
産
業
な
ど
危
機
後
に
業
績
が
伸
び
た
産
業
で
高

学
歴
者
を
多
く
雇
用
し
て
き
た
こ
と
や
、
韓
国
で

も
広
ま
っ
た
業
績
主
義
に
よ
る
賃
金
査
定
に
お
い

て
高
学
歴
者
が
有
利
な
取
り
扱
い
を
受
け
た
こ
と

な
ど
が
そ
の
背
景
に
あ
る
と
見
ら
れ
る
。

図
３
は
危
機
前
後
の
高
卒
と
大
卒
勤
労
者
の
月

給
与
額
の
格
差
を
示
し
て
い
る
。
危
機
前
の
一
九

九
六
年
に
は
両
者
の
月
収
差
は
一
・
四
七
倍
で
あ

っ
た
。
し
か
し
、
こ
の
差
は
韓
国
が
経
済
危
機
を

経
験
し
た
一
九
九
八
年
を
境
に
じ
り
じ
り
と
拡
大

し
、
二
○
○
五
年
に
は
一
・
五
五
倍
と
な
っ
た
。

④
雇
用
の
質
の
悪
化

韓
国
の
失
業
率
は
Ｖ
字
回
復
と
と
も
に
改
善
さ

れ
た
と
い
わ
れ
る
。
す
で
に
見
た
よ
う
に
、
確
か

に
失
業
率
は
指
標
上
か
な
り
下
が
っ
た
。
し
か
し
、

雇
用
の
質
の
改
善
に
ま
で
は
至
っ
て
い
な
い
こ
と

も
指
摘
で
き
る
。
待
遇
が
よ
い
者
と
そ
う
で
な
い

者
と
は
鮮
明
に
分
か
れ
つ
つ
あ
る
。

具
体
的
に
は
、
男
性
正
規
職
雇
用
の
回
復
が
相

対
的
に
遅
れ
て
い
る
こ
と
を
指
摘
し
た
い
（
表

３
）。
経
済
危
機
後
、
企
業
の
正
規
職
雇
用
の
シ

ェ
ア
は
減
少
し
、
二
○
○
○
年
に
は
賃
金
労
働
者

の
う
ち
四
七
・
九
％
ま
で
シ
ェ
ア
が
下
が
っ
た
。

二
○
○
六
年
一
○
月
に
は
正
規
職
雇
用
の
シ
ェ
ア

は
五
三
・
四
％
ま
で
回
復
し
た
が
、
そ
の
間
の
回

復
は
女
性
正
規
職
の
増
加
に
主
導
さ
れ
、
家
計
の

主
た
る
稼
ぎ
手
で
あ
る
男
性
正
規
職
雇
用
の
回
復

は
遅
々
と
し
た
も
の
に
止
ま
っ
て
い
る
。
こ
の
背

景
に
は
、
正
規
勤
労
者
に
対
す
る
手
厚
い
法
的
な

保
護
が
あ
る
。
再
就
職
が
難
し
く
、
セ
ー
フ
テ
ィ

ネ
ッ
ト
の
整
備
も
進
展
中
の
韓
国
で
は
正
規
雇
用

が
既
得
権
益
と
化
し
、
正
規
勤
労
者
が
非
正
規
勤

労
者
を
連
帯
相
手
と
見
な
い
「
労
労
葛
藤
」
が
強

ま
っ
て
い
る
。
起
亜
自
動
車
、
Ｇ
Ｍ
大
宇
自
動
車
、

現
代
自
動
車
な
ど
の
労
働
組
合
で
は
正
規
職
と
非

正
規
職
の
連
帯
が
解
消
ま
た
は
不
成
立
と
な
っ
た

（『
朝
鮮
日
報
』
二
○
○
六
年
六
月
四
日
付
）。

⑤
深
刻
化
す
る
若
年
失
業

失
業
は
一
部
に
お
い
て
は
む
し
ろ
深
刻
化
し
て

い
る
。
具
体
的
に
は
若
年
失
業
の
深
刻
化
と
失
業

者
の
求
職
期
間
の
長
期
化
な
ど
で
あ
る
。
表
４
で

見
る
よ
う
に
、
二
○
歳
代
の
失
業
率
は
全
年
齢
平

均
よ
り
一
貫
し
て
高
い
。
近
年
も
全
年
齢
失
業
率

が
三
％
台
前
半
で
安
定
す
る
な
か
で
二
○
歳
代
は

七
％
台
前
半
に
高
止
ま
り
し
て
い
る
。

若
年
失
業
の
深
刻
性
は
失
業
率
の
高
さ
自
体
に

と
ど
ま
ら
な
い
。
二
○
歳
代
失
業
者
の
求
職
期
間

が
徐
々
に
長
引
い
て
お
り
、
若
者
が
職
を
得
る
こ

と
自
体
困
難
な
上
、
一
度
失
職
し
て
職
探
し
が
難

航
す
る
と
失
業
者
と
し
て
の
身
分
が
固
定
化
し
て

し
ま
う
危
険
が
あ
る
。
経
済
危
機
後
二
○
歳
代
の

失
業
者
の
う
ち
求
職
期
間
一
年
以
上
の
者
の
割
合

は
長
ら
く
二
五
％
付
近
で
推
移
し
て
き
た
（
図

４
）
が
、
二
○
○
五
年
を
境
に
六
○
歳
以
上
の
層

と
共
に
求
職
期
間
一
年
を
超
え
る
者
が
増
え
て
い

る
。
正
規
勤
労
者
へ
の
手
厚
い
保
護
で
中
高
年
者

の
整
理
解
雇
が
難
し
く
、
若
者
が
正
規
勤
労
者
へ

の
切
符
を
手
に
す
る
の
は
容
易
で
な
い
。
あ
ま
り

に
困
難
な
就
職
を
放
棄
し
て
ニ
ー
ト
化
す
る
若
者

も
増
え
て
い
る
。
統
計
庁
の
チ
ェ
・
ヨ
ン
オ
ク
雇

用
福
祉
統
計
課
長
は
、「
就
職
活
動
に
疲
れ
果
て

て
、
望
み
を
失
っ
て
諦
め
て
し
ま
う
若
年
層
が
増

え
て
い
る
」
と
コ
メ
ン
ト
し
て
い
る
（『
朝
鮮
日

報
』
二
○
○
六
年
三
月
一
七
日
付
）。

●
長
期
的
に
心
配
さ
れ
る
影
響

今
ま
で
見
て
き
た
さ
ま
ざ
ま
な
二
極
化
現
象
が

も
た
ら
す
今
後
へ
の
影
響
と
し
て
は
、
購
買
力
の

低
下
、
出
生
率
の
低
下
、
潜
在
成
長
力
の
減
退
、

格
差
の
固
定
化
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。

労
働
分
配
が
抑
制
さ
れ
る
と
、
家
計
は
将
来
に

わ
た
る
収
入
減
に
備
え
て
消
費
を
引
き
締
め
る
。

ま
た
、
非
正
規
職
の
正
規
職
転
換
が
進
ま
ず
低
所

得
層
の
所
得
増
加
は
緩
慢
で
あ
る
が
、
低
所
得
者

層
は
高
価
な
耐
久
消
費
財
（
例
え
ば
自
動
車
）
の

新
規
購
入
層
で
も
あ
り
、
家
計
収
入
の
二
極
化
は

耐
久
消
費
財
支
出
も
減
少
さ
せ
る
。
こ
う
し
た
消

費
抑
制
要
因
は
二
○
○
三
年
の
個
人
負
債
増
加
に

伴
う
消
費
沈
滞
を
そ
の
後
も
持
続
さ
せ
る
の
に
一

役
買
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

若
年
失
業
の
深
刻
化
は
出
生
率
も
低
下
さ
せ
る
。

韓
国
で
は
借
家
に
入
居
す
る
際
に
巨
額
の
保
証
金

を
家
主
に
預
託
す
る
「
チ
ョ
ン
セ
」
と
い
う
独
特

の
借
家
方
式
が
現
在
で
も
存
在
す
る
。
ま
た
、
子

供
が
生
ま
れ
る
と
広
い
家
に
移
る
た
め
の
住
居
費

や
教
育
費
の
負
担
が
重
い
。
四
月
に
日
本
内
閣
府

が
発
表
し
た
「
少
子
化
社
会
に
関
す
る
国
際
意
識

1.56

1.54

1.52

1.48

1.46

1.44

1.42
1998 1999 2000 2001 2004 2005

1.5

（出所）韓国統計庁統計検索サイト（http://kosis.nso.go.kr）。 

図３　高卒・大卒間の月給与額の格差（倍） 表３　賃金勤労者のうち、常用勤労者の割合

2000 2005 2006 3Q 2006 10 月

合計 47.9 52.1 53.0 53.4

男子 59.2 62.3 62.3 62.9

女子 31.1 38.2 40.2 40.5

（％）

（出所）韓国銀行経済統計システム（http://ecos.bok.or.kr/）。
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調
査
」
結
果
に
よ
れ
ば
、
韓
国
人
回
答
者
の
五
二

・
五
％
が
子
供
を
希
望
す
る
数
だ
け
産
め
な
い
と

回
答
し
、
そ
の
理
由
と
し
て
六
八
・
二
％
が
子
育

て
や
教
育
に
金
が
か
か
る
と
回
答
し
た
。
ま
た
、

自
国
が
子
育
て
し
に
く
い
国
か
と
の
問
い
に
七
九

・
八
％
の
回
答
者
が
と
て
も
、
ま
た
は
や
や
そ
う

思
う
と
し
て
い
る
。
五
月
八
日
に
統
計
庁
が
発
表

し
た
「
二
○
○
五
年
出
生
統
計
暫
定
結
果
」
に
よ

る
と
、
女
性
一
人
当
た
り
の
産
児
数
（
合
計
特
殊

出
生
率
）
は
一
・
○
八
人
で
、
世
界
最
低
と
考
え

ら
れ
て
い
る
。
出
生
率
低
下
に
も
若
年
失
業
の
深

刻
化
が
色
濃
く
投
影
さ
れ
て
い
る
と
見
た
ほ
う
が

よ
い
で
あ
ろ
う
。
出
生
率
の
低
下
が
長
引
く
と
将

来
的
に
は
潜
在
成
長
力
も
低
下
せ
ざ
る
を
得
な
い
。

ま
た
、「
高
学
歴
＝
高
賃
金
」
の
傾
向
が
強
ま

れ
ば
、
学
歴
競
争
は
一
層
熾
烈
さ
を
増
す
だ
ろ
う
。

各
高
校
学
区
の
ソ
ウ
ル
大
学
へ
の
進
学
率
と
学
区

内
マ
ン
シ
ョ
ン
価
格
は
比
例
す
る
と
い
う
（
七
月

の
金
融
研
究
院
の
報
告
書
）。
よ
い
学
校
に
入
る

た
め
の
課
外
教
育
な
ど
私
教
育
費
は
高
騰
す
る
一

方
で
、
出
生
率
の
低
下
に
拍
車
を
か
け
る
可
能
性

も
あ
る
。
ま
た
、
質
の
高
い
教
育
が
富
裕
層
の
も

の
と
な
っ
て
し
ま
う
と
、
教
育
に
よ
っ
て
所
得
格

差
が
世
代
を
越
え
て
固
定
化
す
る
恐
れ
す
ら
あ
る
。

●
手
詰
ま
り
│
政
府
の
対
策

五
月
三
一
日
の
統
一
地
方
選
で
の
与
党
ヨ
ル
リ

ン
・
ウ
リ
党
の
惨
敗
に
対
し
て
は
景
気
や
貧
富
差

へ
の
無
策
を
指
摘
す
る
声
が
強
い
。
盧
政
権
は
そ

れ
ま
で
も
雇
用
創
出
、
高
齢
化
対
策
、
不
動
産
価

格
の
抑
制
な
ど
の
経
済
政
策
に
取
り
組
ん
で
き
た
。

五
月
の
統
一
地
方
選
の
結
果
は
政
府
の
こ
れ
ら
対

策
へ
の
国
民
の
厳
し
い
評
価
と
い
え
る
。
政
府
は

二
○
○
四
年
以
来
雇
用
創
出
の
た
め
四
兆
ウ
ォ
ン

（
約
五
○
○
○
億
円
）
近
い
巨
費
を
投
入
し
た
が
、

創
出
さ
れ
た
の
は
主
と
し
て
短
期
・
研
修
的
雇
用

で
あ
っ
た
。
失
業
率
は
二
○
○
四
年
以
降
大
き
く

変
わ
っ
て
お
ら
ず
、
巨
費
は
さ
し
た
る
効
果
を
上

げ
て
い
な
い
。
二
極
化
対
策
の
一
環
と
し
て
政
府

は
、
八
月
三
一
日
「
ビ
ジ
ョ
ン
２
０
３
０
」
と
銘

打
っ
た
二
○
三
○
年
ま
で
の
長
期
福
祉
国
家
構
想

を
発
表
し
た
。
政
権
の
余
命
一
年
余
り
の
時
点
で

や
や
唐
突
に
打
ち
上
げ
ら
れ
た
超
長
期
構
想
は
、

所
得
の
三
倍
増
、
介
護
の
充
実
、
住
宅
の
確
保
、

非
正
規
勤
労
者
の
待
遇
改
善
な
ど
を
列
挙
す
る
が

財
源
へ
の
言
及
が
な
く
、
与
党
内
部
か
ら
「
参
考

資
料
程
度
」（
康
奉
均
・
ヨ
ル
リ
ン
・
ウ
リ
党
政

策
委
員
長
）
と
酷
評
さ
れ
た
。
二
極
化
対
策
へ
の

有
力
な
対
案
は
未
だ
打
ち
出
さ
れ
て
い
な
い
。

●
パ
イ
の
拡
大
で
「
早
老
化
」
防
止
を

上
で
も
見
た
と
お
り
、
最
近
二
極
化
現
象
は
多

様
な
形
態
を
取
り
な
が
ら
進
行
し
て
お
り
、
そ
れ

が
経
済
に
及
ぼ
す
悪
影
響
も
強
く
な
り
つ
つ
あ
る
。

と
り
わ
け
、
労
働
分
配
抑
制
型
の
成
長
は
早
晩
限

界
に
逢
着
す
る
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

し
か
し
、
す
で
に
東
南
ア
ジ
ア
や
中
国
・
イ
ン

ド
な
ど
よ
り
賃
金
が
割
高
と
な
っ
て
い
る
韓
国
に

お
い
て
労
働
分
配
の
み
を
に
わ
か
に
引
き
上
げ
て

も
企
業
の
採
算
を
急
速
に
悪
化
さ
せ
、
か
え
っ
て

雇
用
情
勢
を
不
透
明
に
し
か
ね
な
い
。

お
そ
ら
く
現
状
で
取
り
う
る
ほ
ぼ
唯
一
の
有
効

策
は
、
企
業
活
動
に
対
す
る
規
制
緩
和
を
一
層
大

胆
に
行
う
こ
と
で
あ
ろ
う
。
も
ち
ろ
ん
、
こ
の
場

合
弱
者
へ
の
配
慮
を
払
わ
ね
ば
な
ら
な
い
こ
と
は

い
う
ま
で
も
な
い
。
短
期
的
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー

を
重
視
す
る
外
国
人
株
主
の
台
頭
で
、
韓
国
企
業

が
資
本
・
労
働
と
い
う
基
本
的
生
産
要
素
へ
の
支

出
を
絞
り
込
ん
で
い
る
こ
と
が
近
年
の
内
需
不
振

の
根
底
に
あ
る
。
そ
の
上
に
存
在
す
る
各
種
規
制

は
企
業
の
生
産
要
素
へ
の
支
出
を
さ
ら
に
抑
制
し

て
い
る
。
こ
の
た
め
韓
国
で
は
、
一
人
当
た
り
所

得
の
キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
や
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
整

備
な
ど
に
代
表
さ
れ
る
経
済
成
熟
化
が
十
分
で
な

い
う
ち
に
成
長
鈍
化
を
迎
え
て
し
ま
う
「
早
老

化
」
へ
の
懸
念
が
強
ま
っ
て
い
る
。

企
業
経
営
に
お
け
る
短
期
的
得
失
重
視
の
流
れ

は
世
界
的
な
傾
向
で
、
そ
れ
自
体
に
抗
う
こ
と
は

容
易
で
は
な
い
。
し
か
し
、
規
制
緩
和
で
企
業
活

動
を
自
由
に
し
て
将
来
へ
の
不
安
を
少
し
で
も
取

り
除
き
、
投
資
や
雇
用
の
増
大
を
図
り
、
ひ
い
て

は
将
来
の
潜
在
成
長
力
を
涵
養
す
る
こ
と
に
は
望

み
が
あ
ろ
う
。
残
存
す
る
主
要
な
規
制
と
し
て
は

ソ
ウ
ル
首
都
圏
の
工
場
立
地
規
制
や
財
閥
の
循
環

投
資
規
制
な
ど
が
あ
り
、
現
政
権
下
で
時
折
行
わ

れ
る
大
企
業
へ
の
捜
査
な
ど
も
「
財
閥
規
制
」
の

範
疇
に
含
め
う
る
か
も
し
れ
な
い
。
こ
れ
ら
を
解

除
も
し
く
は
緩
和
し
た
場
合
の
長
期
的
な
得
失
に

つ
い
て
吟
味
し
て
み
る
価
値
は
十
分
に
あ
ろ
う
。

（
お 

く
だ　

さ
と
る
／
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
地

域
研
究
セ
ン
タ
ー
）
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（出所）韓国統計庁統計検索サイト（http://kosis.nso.go.kr）。 

図４　失業者のうち求職期間１年以上の者の占める割合（年齢階層別、％） 

全年齢 20-29 歳

1996 2.0 4.4

1998 7.0 11.4

2000 4.1 7.1

2002 3.1 6.3

2004 3.5 7.5

2005 3.5 7.4

2006 3Q 3.2 7.2

2006 10 月 3.1 7.4

（％）

表４　若年失業率

（出所）韓国銀行経済統計システム（http://ecos.bok.or.kr/）。
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